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１．基本的な考え方 

 

（１）はじめに 

情報通信審議会においては、標準化政策について従前より検討してきたと

ころであり、2011 年２月には、「通信・放送の融合・連携環境における標準化

政策の在り方（平成 21 年諮問第 16 号）答申（案）」が公表されたところであ

る。さらに、これを踏まえ、2011 年２月の情報通信審議会に対し、「情報通信

分野における標準化政策の在り方（平成 23 年諮問第 18 号）」が諮問された。

これらに基づき、本委員会においては、情報通信分野の技術環境の変化や標

準策定の場の変化等、標準化活動を取り巻く環境変化に対応した情報通信分

野における総合的な標準化政策の在り方について検討を行うこととした。 

この検討過程の中、2011 年３月 11 日、観測史上最大のＭ9.0 の東日本大震

災が発生し、我が国全体の社会・経済に大きな影響をもたらした。ICT 分野に

おいては、民間事業者の通信・放送インフラをはじめ、地方自治体の構築し

たブロードバンド基盤、ケーブルテレビ施設等が広範かつ甚大な被害を受け

た。現在、被災地において復旧・復興への努力が続けられているが、原発問

題を発端とした電力問題など、被災地のみならず我が国全体に大きな課題が

山積している。その復旧・復興の段階にあたっては、社会インフラとしての

情報通信技術が持つ役割は大きい。 

このように、震災後の我が国の社会経済状況に大きな変化があったことを

踏まえ、現在の状況において本委員会の検討課題である「ICT 分野の標準化政

策」を審議するにあたり、どのような基本的な考え方に立って進めていくべ

きか、以下の３つの観点から検討を行った。 

 

① 我が国の社会経済の現状と ICT 分野の標準化の意義 

震災発生により、被災地の復旧・復興、電力の逼迫への対応等が、我が

国の社会経済全体として取り組むべき喫緊の課題となっている。こうした

状況の中で、本委員会の検討課題である ICT 分野の標準化政策の意義をど

のように捉えていくべきかという点について検討を行った。 

この点については、次のような指摘を得たところである。 

 

1) 復旧・復興が政府の最優先課題であり、ICT 分野での従来の政府支援は

数年間期待できない可能性もある。ただし、復興に目を奪われている間

に、グローバルな競争市場で我が国の産業界のシェアが下落するのは放

置できない。国際競争力の維持・向上が今ほど重要な時期はない。復興

対策と並行して行う、知恵・工夫による官民連携の重要性は高まってい
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る。また、標準化分野においては、一層の民間主導による活動が求めら

れる一方、復興対策に全力投球しなければならない政府の役割について

検討する必要がある。 

2) 震災の影響があるのは日本のみであり、世界全体ではない。確かに震

災の影響で日本の投資配分が変わることについては否定できない。しか

しながら、標準化は国際的な事項であることを踏まえると、引き続き効

率的に推進するという方向性でまとめていくべきではないか。 

3) この委員会で標準化の議論に着手する際、今後の検討分野として、い

くつかの分野が提示された。これが何らかの政府支援を想定した議論だ

ったとすれば、考え方を変える必要があるのではないか。現在の日本の

社会経済情勢の中で「被災者または原発関連で避難を余儀なくされた

方々に対する支援」に優先する分野とはどのような分野なのか、その説

明責任の重さを自覚して議論していく必要があるのではないか。 

 

② 標準化における国の役割 

国においても、被災地の復旧・復興、電力の逼迫への対応等のため、予

算を含め、相当のリソースを長期にわたり投じていくことが必要とされて

いる。こうした状況の中で、ICT 分野の標準化における国の役割についてど

のように考えるべきかという点について検討を行った。 

この点については、次のような指摘を得たところである。 

 

1) 震災支援は、国内における支援であるが、国際標準化への支援は、海

外の動きを見つつ必要とされる支援である。どちらかを止めて、どちら

かに全てシフトするのではなく、国として、なるべく最大のパフォーマ

ンスを実現できるように、どちらもバランスを考えながら検討すべきも

のである。 

2) ICT 分野への取組の重要性は、技術開発にせよ、標準化にせよ、震災の

前後で変わることはない。しかしながら、最近の厳しい情勢を考えれば、

政府が関与できる可能性が極めて低くなったということではないか。こ

の時期に、企業や大学が自助努力で資金や人材を手配して取り組むこと

は大いに必要なことと思うが、更に踏み込んで政府が関与することは困

難となったのではないか。 

3) 政府による標準化への支援方法として、人材育成への支援が重要では

ないか。標準化活動について有望な人材の認定制度などがあると、各企

業においても人材育成に力を入れやすい。 
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③ 今後推進すべき重点分野 

上記①、②を踏まえ、どのような基本的な考え方に基づいて取り組むべき

重点分野を決めていくべきか、また、具体的な重点分野についてはどのよう

に考えていくべきかという点について検討した。 

  これらの点については、次のような指摘を得たところである。 

 

1) 新世代ネットワークといった中長期的に取り組むべき各分野について

は、着実に取り組みを進めるべき分野である。また、各分野の研究開発・

事業化・実用化の状況について、具体的な進捗状況や今後の見込みを示

す必要がある。これを前提とした上で、分野の中で、民間か政府かとい

った議論や、官が対応する場合には、その影響や産業の発展、国際競争

力、利便性の向上、開発にかかるトータルの投資コスト、事後検証の可

能性などの議論をするべきではないか。 

2) 重点分野は絞った方がいいかもしれない。例えば、エネルギーマネー

ジメントシステムについては、お金をかけてでもやるべき。今この状況

であれば、この分野について、国民の理解は得られるのではないか。 

3) 最近話題となっている電力不足との関係では、「スマートグリッド」が

とりあげられているが、家電機器に通信機能をつけるような話であれば、

それが普及しないことは、「情報家電」以来の過去 10 年の経緯で実証済

みではないか。「見える化」を図るのであれば、コンセントに電力を計る

プラグをつけて情報を収集し、見える化すれば十分とも考えられ、それ

以上官民をあげたプロジェクトで行う必要性は薄いのではないか。 

4) スマートグリッドに関しては、経産省と総務省が協力して推進してい

るとのことであるが、縦割りの弊害がないように進めていただきたい。 

5) 新世代ネットワークは、キャリアの根幹に関わる技術課題であり、世

界の開発・標準化のスピードは更に早くなる。「ここだけは止めない」と

いうコンセンサスを得ておく必要もあるのではないか。 

6) 「新世代ネットワーク」「次世代ワイヤレスネットワーク」など、いろ

いろ課題があがっているが、そうした分野を今後の重点分野としていく

のであれば、今回の震災を受けた問題にどう応えられるのか、という側

面からも説明する責任があるのではないか。 

 

（２）検討の進め方 

  以上の議論を踏まえ、本委員会においては、次の２点を基本的な考え方と

して、ICT 標準化政策について検討を進めることとした。 
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○ 我が国の現状において、震災からの復旧・復興が国としての最優先課

題であるが、グローバルに見れば、震災の前後で情報通信分野の重要性

に変化はなく、震災の影響のない世界の各国では、ICT に関わる技術開発

や標準化は一層スピードアップして進んでいくことに留意すべきである。

企業や大学など産・学のプレーヤーが、自らの努力で技術開発や標準化

に取り組み、グローバル市場の激しい動きへの対応を強化していくこと

は非常に重要であり、その基本的な方針となる我が国としての標準化政

策の策定・明確化が不可欠である。 

○ 一方で、今後想定される国の厳しい財政状況を考えれば、政府が予算

等のリソースを使って行う自らの活動や民への支援に対しては、より厳

しい説明責任が求められていくものである。 

 

本委員会においては、上記の基本的な考え方を踏まえて、「フォーラム標準、

デジュール標準も含め、標準化を促進する際の官民の役割分担の在り方」及

び「中長期的な研究開発戦略、諸外国の政策等を踏まえた標準化の重点分野

の在り方」の２つの検討項目において、ICT 分野において標準化を行うことが

重要と考えられる複数の分野の現状を整理した上で、今後、国のリソースを

重点的に投じていくべき分野、国の具体的な役割などについて検討し、整理

を行った。 
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２．フォーラム標準、デジュール標準も含め、標準化を促進する際の官民の役

割分担の在り方について 

 

（１）検討の方針 

  当面の標準化活動への対応については、「通信・放送の融合・連携環境にお

ける標準化政策の在り方（平成 21 年諮問第 16 号）答申（案）」において、「標

準化において政府が主体的役割を果たすデジュール標準、及び民間が主体的

役割を果たすフォーラム標準の双方について、（中略）各々のプロセスに対応

する官民の役割分担について明確化を図り、具体的な政策的支援の在り方に

ついて、更に検討を行っていくこと」と指摘されている。 

 

上記の経緯を踏まえ、本委員会においては、デジュール標準、フォーラム

標準の双方の活動に対する支援の在り方に関して、以下の点について検討を

行うこととした。 

1) 当面の重点分野における標準化活動の状況、進捗状況 

2) 上記重点分野に係る政策的支援の在り方 

3) その他重点的に標準化を推進することが求められる分野等 

 

（２）標準化の現状 

① 当面の重点分野 

先に示した、「通信・放送の融合・連携環境における標準化政策の在り方

（平成 21 年諮問第 16 号）答申（案）」においては、当面の標準化の重点分

野として、「ホームネットワーク」、「クラウド」、「3D テレビ」、「次世代ブラ

ウザ」、「デジタルサイネージ」の５分野について、今後の進捗を注視して

いくことしている。 

また、上記答申（案）では、重点５分野への注視に加えて、「ガラパゴス

化」とも表現されるグローバル市場における我が国企業のプレゼンスの変

化に対応する観点から、海外において生み出されグローバルな普及も見込

まれる優れた標準技術に対し、我が国の関連技術を反映させ、当該標準技

術の改善・発展に貢献していくための取組を進める必要があると示してお

り、コンテンツのネットワーク流通に係る海外発の標準として、DECE1導入

の提案があったところである。 

なお、知的財産戦略本部では、今後、世界的な成長が期待され、我が国

が優れた技術を有するコンテンツメディア（デジタルサイネージ、3D、次

世代ブラウザ、クラウド）やエネルギーマネジメント（スマートグリッド

                                                  
1 DECE: Digital Entertainment Content Ecosystem 
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等）等の７分野を国際標準化特定戦略分野として定めた（知的財産推進計

画 2010（平成 22 年 5 月 21 日、知的財産戦略本部決定））。 

 

② 各分野の進捗状況 

答申（案）で提言された重点５分野等の国際標準化戦略に関しては、各

分野の検討の場（図 1 参照）を構成するプレーヤーが、活動に要する人と

コストを自ら負担して、標準化活動を継続している。また、これらの検討

の場の活動主体である企業等からは、民の標準化推進体制として整備され

た「ICT 国際標準化推進会議」（2011 年 1 月設置）の枠組みを活用し、「標

準化活動の場」、「当初の目標」、「進捗状況」等の報告等が行われている。 

現段階における各分野の進捗状況は、以下に示すとおりである。 

 

 

図 1：ICT 国際標準化推進会議の体制 
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1) ホームネットワーク（スマートグリッド） 

ホームネットワーク分野においては、スマートグリッドに資する家庭

内の白物家電、電気自動車・充電スタンド、ガス・水道のスマートメー

タ等とネットワークを接続し、消費エネルギーの見える化、ICT を利活用

した自動制御等を実現する通信インタフェースの標準化をめざして、ホ

ームネットワーク仕様共通化検討会（2010 年 7 月設置）、モバイルネット

ワーク仕様共通化検討会（2010 年 6 月設置）、テレメータリング検討会

（2010 年 8 月設置）が設置され、それぞれの検討が進められている。 

これらの検討会では、ITU-T におけるスマートグリッドの検討組織であ

る FG Smart において、2011 年末にスマートグリッドの基本的なユースケ

ースやシステム構成の決定にむけて、ユースケース、要求条件、アーキ

テクチャ構成等を入力するほか、スマートメータに係る無線通信インタ

フェースについて、IEEE2において 2012 年度までに標準化を完了させるこ

とを目標としている。 

これらの検討会での成果は、2010 年 10 月から ITU-T FG Smart にユー

スケース、要求条件、アーキテクチャ構成に関する寄書入力が開始され

ており、また、スマートメータの通信インタフェースに関して、

IEEE802.15.4g/e において積極的に標準化活動を推進し、現在では規格案

がほぼ完成している。 

なお、国内では、スマートグリッドに関わる国際標準化活動の取りま

とめ、推進している「スマートコミュニテイ・アライアンス」（独立行政

法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）が事務局）内に設置

された「国際標準化ワーキンググループ」の「通信インターフェイスサ

ブワーキンググループ」で成果の共有やスマートグリッドの国際標準化

に関連する ITU、ISO、IEC 等の各団体への対応について整合性を図りつ

つ、活動を推進している（図 2参照）。 

 

                                                  
2 IEEE: Institute of Electrical and Electronics Engineers 
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図 2 スマートグリッドに関する連携体制 

 

 

2) クラウド 

高品質かつセキュアなクラウドサービスの実現のため、クラウドシス

テム間の連携や通信方式等のインタークラウド技術の標準化をめざし、

「グローバルクラウド基盤連携技術フォーラム（GICTF3）」に国際標準化

戦略分科会が 2010 年 11 月に設置されている。 

GICTF は、ITU-T のクラウドコンピューティングの検討組織である FG 

Cloud において、2011 年末のクラウドコンピューティングの基本的なシ

ステム構成の決定にむけて、国内の検討状況の入力を開始、2014 年度ま

でに欧米におけるクラウドに係る標準化団体との連携を図りつつ、ITU-T

における標準化活動を推進する目標にしている。 

ITU-T FG Cloud において、GICTF は標準化項目としてインタークラウ

ドを含めることを 2011 年 1 月に開催された会合で提案し、検討が開始さ

れたところである。また、GICTF の作成した「インタークラウドのユース

ケースと機能要件」を同 FG に入力して、勧告化に向け、年内に FG Cloud

成果文書が取りまとめられる見込みである。 

  

3) 3D テレビ 

3D コンテンツ放送を実施する際のサービスの信頼性・安全性に関する

ルールのガイドライン化等の ITU 等における国際標準化作業に対応する

                                                  
3 GICTF: Global Inter-Cloud Technology Forum 
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ため、「3D テレビに関する検討会」が 2010 年 6 月に設置された。本検討

会は、2010 年度末までに国際標準化すべき事項を整理するとともに、2011

年度から ITU 等で国際標準化を開始することを目標として掲げ、3D の標

準映像、安全性に関する周知・配意事項、及び映像の評価手法の 3テー

マについて検討を行っている。 

2010 年 11 月には、本 3 テーマに関する今後の検討事項を取りまとめ、

これを受け、社団法人デジタル放送推進協会（Dpa）において継続検討が

行われ、2011 年 6 月には、サイドバイサイドによる 3D 放送を実施する際

の視聴者向けの周知事項の目安となる「3D 放送に関する周知事項につい

て」が取りまとめられ、Dpa のホームページにおいて、広く公開された。 

一方、生体の安全ガイドラインに関する検討が、ITU-R（無線通信部門）

Study Group 6 (SG6)や ISO/IEC において進行中であり、我が国からも、

民間企業や研究機関での3Dテレビの見やすさや生体影響等に関する具体

的な研究成果を報告しているところである。 

その他、3D コンテンツをテレビ上で識別するための標準化も進められ

ており、国内においては、既に一般社団法人電波産業会（ARIB）の運用

規定において規定されているところである。3D 識別子については、

ISO/IEC JTC1 における MPEG に関する検討グループにおいて検討が進め

られており、年内の国際標準化が見込まれている。 

 

4) 次世代ブラウザ 

W3C4において、現在、標準化が進められている次世代ブラウザ技術の一

つである HTML5（2012 年標準化完了予定）の標準化に関し、TV に搭載さ

れるブラウザ（閲覧ソフト）の仕様を日本のデータ放送等の技術を活か

した標準とし、また、HTML5 を日本語（縦書き・ルビ等）に対応させるこ

とを目標として、以下の対応を推進中である。 

 

（i）Web と TV の連携 

次世代ブラウザにおける Web と TV の連携に関して、放送事業者や通

信事業者、家電メーカ等から構成される「次世代ブラウザ Web and TV

に関する検討会」（2010 年 11 月設置）において、規格化に向けた作業

を推進するための検討が行われている。 

W3C において 2010 年 9 月に第 1回 Web and TV ワークショップが日本

（東京）において開催されたことを契機として、欧米においても同分

野に関する検討の気運が高まり、2011 年 2 月には、具体的な規格化の

                                                  
4 W3C: World Wide Web Consortium 



10 
 

検討を進めるため、W3C 内に Web and TV に関する Interest Group（IG）

が設置された。同 IG には、我が国からも共同議長を輩出し、規格化の

推進を図っている。また、同 2月に開催された欧州ワークショップや

IG での検討においては、これまでデータ放送等で培った技術やノウハ

ウを活用し、国内の検討体制において明確化を行った提案内容の入力

を行っているところである。 

現在、9月に予定されている米国会合に向けて、グーグル、アップル

やコムキャスト等の米国のステークホルダーの主張を想定して、欧州

の放送事業者とも連携を図りながら、日本の対応案を取りまとめ中で

ある。 

 

（ii）縦書きテキストレイアウト 

Web 上のレイアウトを規定する W3C Cascading Style Sheet Working 

Group（CSS-WG）での標準化活動に我が国の検討状況を反映させるた

め、「次世代ブラウザにおけるテキストレイアウトに関する検討会」

が 2010 年 11 月に設置された。本検討会は、縦書きテキストレイアウ

トに関する我が国としての規格案を取りまとめることを目標として

掲げ、活動を行っている。 

2011 年 5 月には、CSS-WG において、縦書きテキストレイアウトの

基本機能を盛り込んだ作業文書（Working Draft）が完成し、米国の

電子書籍の標準化団体の 1つである IDPF（International Digital 

Publishing Forum）が普及推進している電子書籍ファイルフォーマッ

ト規格の次期規格 EPUB3.0 に採用された。また、本検討会は、2011 年

6 月初旬に京都で開催された CSS-WG 会合に合わせて、CSS-WG 構成員

に我が国の要望を伝えるためのフォーラムを開催し、CSS-WG での標準

策定に我が国の意見を反映させる活動を行った。この一連の流れによ

り、CSS-WG において、我が国に特異な縦書きやルビといった表現技術

についてのプレゼンスを高めることができ、現在は、本年度中の縦書

きレイアウト対応に関する基本機能の規格化に向けた検討を進めて

いるところである。 

 

5) デジタルサイネージ 

街角や電車の中のディスプレイ等（サイネージ：電子看板）とネット

ワーク間のインタフェースの標準化を行い、将来的なネットワーク型デ

ジタルサイネージシステムの価格の低廉化と普及に向け、ITU や W3C 等に

おける国際標準化に対応するため、「デジタルサイネージ・ユーザーズ・
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フォーラム（DSUF）」が 2010 年 11 月に設置された。DSUF は、デジタルサ

イネージコンソーシアム（DSC）と連携して、デジタルサイネージの様々

なユースケースを参照しながら、デジタルサイネージシステムのユーザ

企業であるロケーションオーナー等の意見を反映した「要件定義」及び

「要求仕様」の具体化に向けた検討を進めている。 

2011 年 3 月 11 日の東日本大震災時には、地震発生直後から、大型商業

ビルのデジタルサイネージが NHK の災害情報を放映し、情報入手が困難

な街角において、多くの人々に対して貴重な災害情報を伝え続けたとい

う事例があり、災害時におけるデジタルサイネージの有効性が示された

ところである。これを受け、DSUF では、ユーザ視点からの要件整理に加

え、災害時・緊急時におけるデジタルサイネージの在り方についても検

討を開始した。 

国際標準化に向けては、2011 年 3 月に開催された ITU-T Study Group 16

会合において、我が国からの提案により、デジタルサイネージの勧告化

作業を開始することが承認され、現在、来年 5月の勧告化に向けて、ユ

ースケースの整理等が進められているところである。 

 

6) DECE 

2011年中のサービス開始を目標に米国のフォーラム団体であるDECEで

進められているデジタルコンテンツのネットワーク配信に関する標準に

ついて検討を行うため、放送事業者、通信事業者、家電メーカ等から構

成する「海外発の技術を用いたオープン標準に関する検討会」（2010 年

12 月 8 日設置）が設置された。   

同検討会においては、2011 年後半に米国をはじめ、英国、カナダでも

予定されているサービスの開始に向け、DECE で進められている技術仕様

及び運用ルールの策定に応じて、DECE に関する情報共有を進めるととも

に、日本に DECE サービスを導入する際の課題と論点を明確化し、DECE へ

の提案内容について検討を行っている。 

2011 年 2月及び 7月の 2度に渡り、DECE の幹部を我が国に招聘し、DECE

の技術仕様及び運用ルールに関する意見交換を通して、DECE と我が国の

ステークホルダーとの間で認識を共有するとともに、我が国の制度や商

習慣等を踏まえた提案内容の入力を実施したところである。 
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③ 現状の認識 

現段階では、各分野の検討体制を構成するプレーヤーが活動を継続して

おり、当初の目標からみれば、進捗状況は様々である。各分野とも一定の

進捗があり、関連する国際標準化団体での活動でも一定の成果が得られて

いる。しかしながら、これらの標準化活動を継続するにあたって、現段階

において後述するような「国による支援」は不要と判断できる分野はない

と考えられる。ただし、「消費者への効果という視点から、今後活動の重点

を絞っていくべきではないか」との指摘を受けた分野もあり、当該分野の

検討体制の中で、こうした指摘を踏まえた検討が必要である。 

 

（３） 国の役割 

今般の震災を受け、今後標準化政策を進める際には、 

○ 震災後の復旧・復興を最優先課題として政策リソースが投じられてい

く中での国の役割 

○ 災害に強いネットワーク・サービスの開発や電力供給力の低下・我が

国全体の経済復興といった課題解決への貢献 

という 2点の明確化が必要である。 

このような観点から、標準化活動における官民の役割分担は、以下のよう

に整理できると考えられる。 

 

① 基本的には、民の発意の下、各分野のステークホルダーの間で、標準化

活動の目的と戦略が共有されていることを前提として、現在の枠組みの中

で、引き続き「民」主導で標準化が推進されることが期待される。 

 

② 国としては、2011 年 2 月に取りまとめられた「通信・放送の融合・連携

環境における標準化政策の在り方（平成 21 年諮問第 16 号）答申（案）」で

示された産・学・官の関係者が標準化活動をするために必要な情報収集・

共有、我が国としての戦略を共有するための場の設置に加えて、次のよう

な後方支援を実施していく。 

1) 検討体制を維持するため、標準化の進捗状況に応じた「活動目標」の

設定や我が国の対応方針をまとめていくための所要の調整など、関係者

間の調整 

2) 国内プレーヤーによる関連する国際標準化機関・団体の会合等への参

画を容易にするための関連会合の日本誘致へ向けた環境整備 
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本委員会での関係者からの報告にかんがみれば、今後は特に 2)が重要と

考えられるところである。 

 

③ ただし、冒頭に示した社会経済の厳しい現状にかんがみ、国が上記のよ

うな支援を行っていく場合には、以下のような震災後の国民・企業のニー

ズ・関心等に十分配慮することが必要である。 

 

1) 福島原子力発電所の事故を機に、震災直後の数日間、首都圏において、

電力供給が停止し、今夏には大口需要家を対象に、昨夏における使用最

大電力から１５％削減を目指し、電気事業法（昭和 39 年法律第 170 号）

に基づく電力使用制限が実施される事態に至っていることに関するもの

である。様々な節電手段が検討されている中で、情報通信技術によって

どのような貢献が可能か、注目されるところである。 

2) 既存のインフラが機能停止を余儀なくされる中で、いくつかのメディ

ア・サービスが震災等の緊急時における新しい情報伝達手段としての可

能性を示したことである。例えば、都内の大型商業ビルのデジタルサイ

ネージは、地震発生数分後にＮＨＫの災害報道に切り替えられ、情報の

入手が困難になった街角で貴重な情報を伝え続けたことが報告されてい

る。 

3) このような震災の影響は被災地や首都圏にとどまらず我が国全体にお

よび、我が国の経済活動が相当の打撃を受け、グローバルに見た日本の

国力の評価も低下していることである。前月比マイナス 15.3％と過去最

大の下げ幅となった鉱工業生産指数、日本国債の格付け引き下げなどの

例も示すとおり、我が国の社会経済活動は停滞を余儀なくされている。 

 

（４） 今後の進め方 

① 重点的分野 

上記のような観点を踏まえれば、当面は、下記の分野等について、民の

ステークホルダーによる標準化活動の強化が期待されるところであるが、

国としても、各分野の状況に応じ、先に示したような「検討体制の維持の

ための関係者間の調整」や「国際標準化機関・団体の関連会合等の日本誘

致へ向けた環境整備」を基本とした支援を行っていくことが必要である。 

  

1) スマートグリッド 

策定された規格の有効性について早期に実証を行い、当該規格及び実
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装製品の早期の普及を図る。ただし、現在進められている３つの課題（ホ

ームネットワーク、モバイルネットワーク、テレメータリング）につい

ては、以下のような指摘事項を踏まえて、その優先順位を明確化した上

で、今後の標準化活動を行うべきである。 

・ 電気の使用の見える化をしてアドバイスするという目的であるなら

ば、なぜ家の外に個人のデータを送ることまでするのか、目的に対し

てやろうとしていることが少し大げさ過ぎると考えられる。 

・ ICT を利活用した蓄電池の利用や太陽光発電の最大利用について、例

えば自分の家の太陽光発電からの電気を有効に使うとか、蓄電池を使

っていろんなことを融通し合ってエリアごとに効率的なエネルギーを

使うというようなことは、個々の家電の見える化とは違い、全体のエ

ネルギー政策とあわせて是非とも検討する必要がある。 

・ 今回の震災を経験して、我々のエネルギーに対する姿勢については

世界中が注目しており、我が国の経験を踏まえたアプローチを国際標

準化の場で提案していく必要がある。 

 

2) デジタルサイネージ 

災害時・緊急時にも、即座に災害情報や緊急情報など必要な情報を配

信できるようにするため、災害時の運用に関するガイドライン策定や、

災害時に正確な情報を確保するための標準的なインタフェースの策定を

促進することが必要である。 

 

3) 次世代ブラウザ 

震災を機に重要性が再認識されたリアルタイムの放送と通信の連携の

実現に必要となる Web と TV の連携については、データ放送等で培った技

術やノウハウを活用し、標準化に対応することが必要である。また、Web

上のテキストレイアウト技術については、我が国が特異な縦書きの文化

を保持しているという観点から、引き続き我が国の意見を標準策定に反

映させることが重要である。 

 

② 今後の進め方 

今後、国は、以上に示した分野について、前記(３)の官民の役割分担の

考え方に沿って、当該分野に関わる企業や団体等が行う標準化活動を支援

していくべきである。しかしながら、本報告の冒頭にも示したとおり、き
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わめて厳しい社会経済情勢の中で、国がこうした支援を行うに際し、予算

等のリソースを活用する場合には、以前にも増して厳しい説明責任を果た

していく必要があると考えられる。 

以上にかんがみ、本委員会としては、「（２）② 各分野の進捗状況」に

分野毎に示された目標と実際の進捗状況、あるいは「国民の目に見える効

果」等の観点から見た場合の標準化活動の成果等、今回の審議の過程で指

摘された観点から、消費者、標準化活動に携わる ICT 関連企業など幅広い

関係者の参画を得て不断の検証を行い、必要に応じて、標準化活動の方向

性の適否、当該活動においてより重点的に推進すべき分野等について提言

を行っていくものとする。 
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３．中長期的な研究開発戦略、諸外国の政策等を踏まえた標準化の重点分野の

在り方について 

 

（１）検討の方針 

中長期的な標準化戦略については、「通信・放送の融合・連携環境における

標準化政策の在り方（平成 21 年諮問諮問第 16 号）答申（案）」において「中

長期的な研究開発戦略を踏まえた標準化の重点分野の在り方について検討し

ていくこと」「海外における研究開発動向も踏まえて、標準化の重点分野の在

り方について、検討を行っていくこと」と指摘されている。 

上記の経緯を踏まえ、本委員会においては、中長期的な研究開発戦略、諸

外国における研究開発動向や政策的支援等を踏まえ、以下の点について検討

を行うこととした。 

 

1) 中長期的な研究開発戦略等との整合性を踏まえた、標準化の重点分野 

2) 上記重点分野に係る政策的支援の在り方 

3) その他上記に関連する諸外国の状況等 

 

（２）各技術分野の現状 

① 各技術分野の現状 

上記の３項目の検討に際しては、委員会構成員及び関係者からヒアリン

グを実施し、中長期的な重要性という観点から議論の素材として選択され

た下記の５つの分野について、分野の概況、標準化の意義、標準化の場と

状況等を中心に検討した。 

 

1) 新世代ネットワーク 

IP ネットワークの次の世代を見越した、新しい設計思想・技術に基づ

いたネットワーク技術である。例えば、同一の物理ネットワーク上に個々

にプログラム可能な複数の仮想ネットワークを構築することで、全く性

格の異なる多様な端末が動作でき、多様なユーザニーズに応えることが

できる。 

仮想化技術に着目した場合においては、既存のネットワークの枠組み

にとらわれず、国民生活に必須で優先すべきサービスを提供することや、

ネットワークの機能・機器が一部不全となった際に、他のキャリアが有

するネットワークを利用してサービスを維持することを可能とするため

のプロトコルや機器仕様の標準化が求められている。国際的には、ITU-T 

SG13 等でこのような標準化の議論が始まっているほか、国内の官民検討
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の場としては、「新世代ネットワーク推進フォーラム 標準化推進部会」

において、標準化に向けた検討を行っている。 

 

2) フォトニックネットワーク 

伝送機能、信号の多重化、交換、接続制御などのネットワーク機能を、

電気領域ではなく、すべて光領域だけで行うことにより、新世代ネット

ワークのベースとなるような柔軟なネットワークを実現可能とする大容

量かつ低消費電力の回線インフラを実現する技術である。 

多様な光関連機器がネットワーク上で正常に機能するための相互接続

に必須なインタフェース規定となる通信速度、伝送フレーム構成、シグ

ナリング、誤り訂正符号や変調方式等の標準化や、電気インタフェース

と連携して適用領域及びサービスを拡大するための制御、運用に関する

標準化が求められている。国際的には、ITU-T SG15 や IEEE 等で議論され

ているほか、国内の官民検討の場として、「超高速フォトニックネットワ

ーク開発推進協議会 標準化推進部会」において、標準化に向けた検討を

行っている。 

 

3) 次世代ワイヤレスネットワーク 

ワイヤレスネットワークの高度化に資する技術であり、例えば、限ら

れた周波数資源を柔軟に利用するために、ソフトウェアを活用し、複数

の無線回線の中から通信に最適な回線に切り替える技術であり、周波数

の利用状況を蓄積する分散スペクトラムデータベースにアクセスするた

めの無線通信プロトコル、データベースインタフェース、管理プロトコ

ルの標準化が求められている。 

また、本技術は環境、都市、農業、工場、資源、医療等への利活用を

促進し「社会基盤としての ICT」を実現するため基盤技術である省電力／

高信頼／リアルタイム M2M5無線通信でもあり、さまざまな製造メーカが

設置するセンサーや機械などの多様なデバイスの相互無線接続を可能と

し、かつ安定した通信を行うための M2M 無線通信方式、インタフェース、

プロトコルの標準化が求められている。 

本分野の標準化については、国際的には IEEE や ETSI6 M2M で議論が始

まっており、国内においては、「ブロードバンドワイヤレスフォーラム」

や「新世代 M2M コンソーシアム」等の民間企業を中心とする団体があり、

                                                  
5 Machine-to-Machine: 人の操作を介さず、端末装置等の機械のみで、安定かつ高品質の通信

を可能とする技術 
6 ETSI: European Telecommunications Standards Institute 
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本分野における情報の収集､交換、通信インタフェースの整合等の検討を

進めている。 

 

4) ネットワークロボット 

多様なロボットをネットワークを介して同一の仕組みで操作する技術

や、ネットワークを介してロボット自らが周囲の環境について情報収

集・情報共有を行うことにより自律的に動作をする技術であり、人間が

自らできないような作業を行うことを可能とするものである。周囲のセ

ンサーと連携してロボットの位置や周囲の空間の状況を取得し、他のロ

ボットや遠隔操作者と情報共有することにより、ロボットが自律的かつ

安全に行動するためのデータやプロトコルの標準化が求められている。

国際的には、ITU-T SG16 や OMG7等において検討されており、国内におい

ては、産官学の検討機関である「ネットワークロボットフォーラム 標準

化分科会」において、標準化の推進が図られている。 

 

5) センサーネットワーク 

（i）センサーネットワーク 

センサーネットワークとは、多数のセンサーを相互に接続したネッ

トワークであり、このうちネットワーク技術に着目すると、ネットワ

ークの一部にリンク品質劣化やノードの輻輳があっても、重要なセン

サーからの情報を確実に送り届けることができるなど、自律分散型で

信頼性が高い特徴がある。 

本技術を公衆ネットワーク技術と融合させることにより、災害に強

い公衆ネットワークが構築できる。本技術に関しては、災害時の変化

する状況（発生時、直後、復旧期、周辺地域等）に応じた多様な通信

ニーズに対して、短いメッセージ通信を優先する等の柔軟な優先制御

により、現在の方式よりも輻輳を発生させずに通信を確保するネット

ワークと端末間のプロトコルの標準化や、通常の数十倍の高頻度で発

生するトラフィックを処理能力のボトルネックがなく分散する通信ノ

ードが確実に送り届ける公衆ネットワーク方式の標準化が求められて

いる。 

本分野の標準化については、国際的には、IEEE や ISO/IEC JTC1 など

において議論がされており、国内においては、「ユビキタスネットワー

キングフォーラム」において、標準化を含めた検討が行われている。 

 

                                                  
7 OMG: Object Management Group 
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（ⅱ）ホームネットワーク 

宅内のメータ、家電、エネルギー生成・蓄積機器等をネットワーク

で接続し、状況に応じた宅内の機器の制御を可能とすることにより、

消費電力の低減や安心安全の実現等に貢献する技術である。 

機器やサービスの低価格化を実現すべく、幅広いメーカ、サービス事

業者を市場に参入可能とするためのアプリケーション、サービスレベル

での標準化をはじめ、機器環境や利用者ニーズの違いによらず、目的と

する機能・サービスを実現可能とするための運用・管理技術の標準化、

エネルギー・健康管理・安心安全・教育・娯楽といったニーズを満たす

ためのシステムアーキテクチャに関する合意形成と標準化、電気通信事

業者のネットワークや当該ネットワークに接続される家電・センサ等の

間の通信インタフェース、制御信号、プロトコルやデータ構造の標準化

等が求められている。国際的には、ITU や IEC、ISO 等でこのような標

準化の検討がされており、国内においては、「新世代ネットワーク推進

フォーラム IP ネットワークワーキンググループ レジデンシャル ICT

サブワーキンググループ」等において、標準化に向けた検討が行われて

いる。 

 

② 現状の認識 

上記のような、標準化の現状を踏まえると、後述の国の役割については、

特に以下の 2 点について留意しつつ、検討していくことが必要と考えられ

る。 

 

1) 情報通信分野における標準化の目的の一つは、ネットワークの有線・

無線を問わず、またネットワークを構成する国や事業者、構成機器のメ

ーカにかかわらず、ネットワークの相互接続がグローバルに確保され、

センサーの情報・テキスト・音声から大容量の映像までの様々なデータ

を、ネットワークに接続したあらゆる利用者が安心して利用できるよう

にすることにある。 

上記の目的のために、各国政府等が主体であるデジュール標準化機関

を中心に、従前より、こうしたネットワークインフラの相互接続や高速

化・大容量化・安心安全の実現をめざした議論が行われ、現在も活発に

続けられている。他方、現在の標準化の議論では、従前の目的に加え、

次のような新たなイノベーションに係る議論が活性化している。 

第一は、光ファイバ・伝送機器等、同一のネットワーク・ハードウェ
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ア上で、異なるサービスを共存させることのできるネットワークの実現

を目指した検討である。 

第二は、これまでのように、人が介在し制御するネットワークではな

く、現在の利用者をはるかに上回る膨大な数の機器が、人の操作を経ず

に自律的に相互に通信を行う、いわゆる M2M 通信のネットワークの実現

を目指した検討である。 

 

2) 上記のような新たなイノベーションを目指した新規分野を中心に、既

に、諸外国の企業等の間で、標準の主導権を巡る厳しい議論が始まって

おり、議論の進捗はよりスピードアップする傾向にある。この時期に、

日本からのプレゼンスが低下すれば、我が国主導の規格策定の機会を大

きく失う恐れがある。 

新世代ネットワークについては、ITU-T において、全体ビジョンは勧告

化が完了し、ネットワーク仮想化のフレームワークは固まりつつあるが、

現在は、未だ概念レベルの検討段階にある。詳細な標準化のステージで

は、諸外国の技術に加え、我が国の強みである技術開発の成果の一層の

反映を図るための体制強化など、グローバル標準化に対し、我が国から

貢献していくための取組が必要である。 

フォトニックネットワークについては、例えばアクセス系の技術につ

いて、ITU-T と IEEE の規格統合が行われようとしているなど、当該技術

分野における標準化がダイナミックに動きつつある段階にある。我が国

としても、適宜諸外国のステークホルダーとも協力しつつ、日本からの

技術提案等を通じた、標準化への貢献が必要である。 

次世代ワイヤレスネットワーク技術については、ETSIやIEEEにおいて、

欧米や中国、韓国などの企業が積極的に標準化活動を行っている。我が

国としても、積極的にこうした活動に参画し、関連するグローバル市場

の拡大や、標準化のスピードアップに貢献していくことが必要である。 

ネットワークロボットについては、ITU-T、ISO、OMG、OGC 等において、

我が国と諸外国が世界の最先端を競っている。昨今は、韓国や中国の企

業・大学の参加も増えており、我が国として今後の標準化の議論をリー

ドしていくためには、国内の関係者による体制の強化や海外のプレーヤ

ーとの連携・協調が必要である。 

センサーネットワークについては、IEEE 等での議論に加えて、欧州の

企業等により、本分野に着目した新たな標準化団体も新設の見込みであ

るほか、ISO/IEC JTC1 等でも、中国・韓国の企業等による標準化活動が

活発になりつつある。我が国としても、こうしたグローバルな動きに対

応した取組の強化が必要である。 
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（３）国の役割 

上記の留意事項を踏まえ、本委員会においては、標準化に関して国が果た

すべき役割について検討した。その際、以下の３点については国の役割とし

て考えることができる。 

 

① ネットワークインフラのイノベーションを維持・加速し、利用者の恒常

的な利便性の向上と産業の発展を図ることは国の責務である。このような

観点から、国はネットワークインフラ分野における標準化活動を自ら推進

し、国内のステークホルダーによる標準化活動を活性化していくことが必

要である。 

 

② 各国政府等が主体であるデジュール標準化機関等において、自ら主体的

に議論に参画するとともに、我が国のステークホルダーによる積極的な参

加を促進するため、国内においてネットワークインフラに係る検討の場を

設ける。また、当該標準化の目的や、標準化に係る競争領域と協調領域の

あり方などについて、国内企業等が基本認識を共有し、その下に標準化活

動を行う環境を整備するとともに、国が関与する場合には効率的、効果的

に標準化活動を実施することが必要である。 

 

③ 関連するデジュール標準化機関等の検討の場における諸外国の活動状況、

諸外国と我が国関係者との協力・競合関係等を注視し、我が国の企業をは

じめとした標準化に取り組む関係者への情報提供、情報共有等による活動

の支援をすることが必要である。 

 

（４）重点分野と方向性 

① 重点分野の考え方 

前項において、中長期的な研究開発戦略、諸外国の政策等を踏まえた標

準化の重点分野の在り方について検討したが、震災後の厳しい状況も考慮

すると、国が標準化活動を推進すべき分野については、以下のような震災

後に顕在化した国民・企業のニーズ、関心等に十分配慮しつつ、戦略的に

選択していくことが必要である。 

 

第一に、ネットワークインフラに直接的な被害がない地域でも、アクセ

スが集中したことによって携帯電話等が使用困難となったことに関するも

のである。首都圏において、携帯電話事業者各社とも震災当日から数日間
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にわたり、断続的に発信規制を行った。災害時等にトラフィックが急増し

た場合の処理の限界が明らかとなり、こうした状況下にあっても、データ

量の小さいテキストメール等の最小限の通信を速やかに確保できる機能の

必要性が再認識されたと言える。 

 

第二に、人が直接制御を行うことのない機器間で、安定かつ安全な通信

を確保する技術の重要性が再認識されたと考えられることである。例えば、

震災を契機に、人が計測に入れない厳しい環境の中で広範な地域から長時

間にわたって多様なデータを様々な形状のセンサーを通じて定期的に収集

し、見える化するためのセンサー情報を収集する通信技術、あるいは厳し

い環境で活動するロボットを運用するために必要な通信技術などの重要性

が認識されたと考えられる。 

 

② 具体的な重点分野 

これまで、検討の素材として５つの分野を検討したところであるが、上

記を踏まえ、当面は以下の２つを重点分野として、国が標準化を進めてい

く必要があるのではないかと考えられる。 

 

1) 新世代ネットワーク 

通信ネットワークは、我が国のみならず全世界において社会活動、経

済活動を支えるインフラであり、ネットワーク技術は新たな世代を見越

して、絶えず進化を続けていくべき基盤技術である。現在の社会におい

ては、ネットワークを活用したサービスが多様化し、音声のみならずリ

アルタイムの映像や大容量のデータベース、クラウドの活用などが進み、

常に高速化・大容量化・低遅延化への要求が高まっている。一方、ネッ

トワークの利活用の進展の結果、ネットワーク機器が増加し、機器の処

理能力が増大したことに伴い、消費エネルギーが増大することになった

ため、これを低消費電力化（グリーン化）することにより、環境負荷の

低減に資することが求められている。 

「高速化・大容量化・低遅延化」への要求と、これらに背反する「低

消費電力化」への要求を両立するには、新たな設計思想・技術に基づく

ネットワークアーキテクチャでの対応が必要となっている。 

一方、新世代ネットワークを実現するためには、多岐にわたる技術に

関する多くのイノベーション（技術革新）が必要である。 

さらに、今般の震災の経験から、同一のインフラ上でサービスの内容

や質を変化させることによって、限られたリソースの中で可能な限り多
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くのユーザのネットワーク利用を実現するネットワークへのニーズが明

らかとなり、これを実現するためにも、同一の物理ネットワーク上に機

能の異なるネットワークを共存させ、状況に応じた柔軟な切り替えを可

能とするネットワーク技術の必要性が再認識された。 

新世代ネットワークは、光伝送という物理的なレイヤからアプリケー

ションを提供するプラットフォームまでをカバーするアーキテクチャに

基づくネットワーク技術で構成されており、上記の要求条件を実現する

ことも目的としている。例えば、新世代ネットワークの技術要素の一部

であるネットワーク仮想化技術により、状況に応じて優先すべきサービ

スを提供することや、ネットワークの機能・機器が一部停止した際に、

他のネットワークを活用してサービスを維持すること等が可能となる。 

以上のような新世代ネットワークが本格的に実用化・普及していくた

めには、所要のプロトコルや通信機器仕様等の標準化が必要である。現

在、デジュール標準の場でも新たなネットワークの実現に向けた議論が

始まろうとしているところであり、我が国がイニシアティブを確保し、

将来的なネットワーク産業全体における市場獲得の機会を広げるために

は、官民が連携して標準化活動に取り組む必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 フレキシブルなネットワーク 

 

これまでの技術 

電話等のサービス毎に、災害
時に対応する技術 

面積は、同時利用ユーザ数×

ユーザ当り帯域で求められるネ

ットワークリソースを表す。 

発信規制など
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利用ユーザ数 
平常時の 

利用ユーザ数

今後必要とされる技術 

ユーザ背景とネットワークリソー
スを考慮したサービスを提供す
る技術 

電子情報学会資料 
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2) 次世代ワイヤレスネットワーク 

これまでの無線通信サービスは、携帯電話や無線 LAN を利用した音声

通話やデータ通信など、人（利用者）が介在するサービスが主流であっ

た。 

しかしながら、近年、人の操作を介さず、端末装置等の機械のみで、

安定かつ高品質の通信を可能とする技術 M2M 通信技術が発展しており、

今後、環境、都市、農業、工場、資源、医療等、様々な分野に急速に普

及することが見込まれている。 

また、今後、持続的なイノベーションにより産業の成長が期待されて

いる「ライフ（生命）」、「グリーン（環境）」分野においても、イノベー

ション創出を横断的に支える情報通信技術としてセンサーネットワーク

といった M2M 通信技術の活用が期待されている。 

M2M 通信における端末は、センサー、家電、ロボット、車など、その機

能・種類は多種多様であり、それらの端末との通信にはワイヤレスネッ

トワークの利用が不可欠である。 

さらに、M2M 通信技術については、前項の新世代ネットワーク同様、「高

速化・大容量化・低遅延化・低消費電力化」への要求が高まっており、

これらを実現する次世代ワイヤレスネットワークが必要となっている。

加えて、M2M が普及することにより、将来の重要なネットワークインフラ

となることが見込まれる。 

一方、M2M 通信の実現には多種多様な技術の導入が求められるため、無

線通信関連企業だけではなく、新サービスの提供が期待される機器を扱

う関連企業も多いことから、周辺産業の裾野も広い。したがって、本分

野については、政府が方向付けを行うことにより、産業界全体の足並み

がそろい、国内産業の振興に役立つことが期待される。 

以上のような M2M 通信が本格的に実用化・普及していくためには、様々

な製造メーカが設置する、センサーその他の多様な通信機器、デバイス

の相互接続を可能とし、かつ、人を介さず自律的に安定した通信を可能

とするための無線通信方式、インタフェース、プロトコル等の標準化が

必要である。現在、M2M 分野の標準化については、世界各国で検討が始ま

ったところであるものの、急速に議論が進みはじめている。このため、

我が国が強みを持つ分野において、引き続きプレゼンスを維持し続け、

その後の製品開発や国内外でのサービス展開への可能性を広げていくた

めには、官民が連携して標準化活動に取り組む必要がある。 
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③ 今後の進め方 

今後、国は、以上に示した分野について、自らデジュール標準化機関に

おける活動に取り組むとともに、標準化並びに標準化する技術の基盤とな

る研究開発に取り組む関係者への活動の支援に取り組むべきである。しか

しながら、冒頭に示したとおり、我が国の社会経済を取巻く環境は依然厳

しく、国が上記のような施策を講じていく際には、以前にも増して重い説

明責任が求められていくと考えられる。 

   以上にかんがみ、本委員会としては、以上に示した分野について国が今

後講じていく施策に関しては、 

 

1) これらの分野を導き出す前提となった課題と、東日本大震災を契機と

して明らかとなった課題との関係で、国による当該分野の標準化活動の

促進が課題解決に貢献していると評価し得るか  

2) 我が国の ICT 産業の国際競争力の強化という観点に加え、東日本大震

災を契機として明らかとなった問題の解決を含め、一般の国民生活上得

られる「目に見える効果」という観点から、国による標準化活動の促進

に意義を見出し得るか 

3) 標準化活動に携わる者の間で、標準化の目的や、競争領域・協調領域

のあり方などについて、基本的認識が共有された上で活動が行われてい

るか 

 

など、今回の審議過程において得られた視点から、消費者、当該分野に係

る企業など、幅広い関係者の参加を得て不断の検証を行い、必要に応じて

国による施策の方向性等の修正に関する提言を行っていくものとする。 
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 （平成23年4⽉1⽇現在　敬称略・五⼗⾳順）

主　　要　　現　　職

会 ⻑ ⼤ 歳
お お と し

卓 ⿇
た く ま ⽇本アイ・ビー・エム㈱ 会⻑

会⻑代理 坂 内
さ か う ち

正 夫
ま さ お 国⽴情報学研究所 所⻑

委 員 相 澤
あ い ざ わ

彰 ⼦
あ き こ 国⽴情報学研究所 教授・東京⼤学⼤学院 教授

〃 相 ⽥
あ い だ

仁
ひとし 東京⼤学⼤学院 ⼯学系研究科 教授

〃 ⻘ ⽊
あ お き

節 ⼦
せ つ こ 慶應義塾⼤学 総合政策学部 教授

〃 浅 沼
あ さ ぬ ま

弘 ⼀
こ う い ち 全⽇本電機・電⼦・情報関連産業労働組合連合会 書記⻑

〃 荒 川
あ ら か わ

薫
かおる 明治⼤学 理⼯学部 教授

〃 井 ⼿
い で

秀 樹
ひ で き 慶應義塾⼤学 商学部 教授

〃 伊 東
い と う

晋
すすむ 東京理科⼤学 理⼯学部 教授

〃 井野
い の

勢津⼦
せ つ こ ＳＡＰジャパン㈱ 代表取締役最⾼財務責任者

〃 清 ⽥
き よ た

瞭
あきら ㈱⼤和証券グループ本社　取締役名誉会⻑

〃 清 原
き よ は ら

慶 ⼦
け い こ 三鷹市⻑

〃 近 藤
こ ん ど う

則 ⼦
の り こ ⽼テク研究会 事務局⻑

〃 斎 藤
さ い と う

聖 美
き よ み ジェイ・ボンド東短証券㈱ 代表取締役社⻑

〃 嶌
し ま

信 彦
の ぶ ひ こ ジャーナリスト

〃 新 町
し ん ま ち

敏 ⾏
と し ゆ き ㈱⽇本航空 社友

〃 鈴 ⽊
す ず き

陽 ⼀
よ う い ち 東北⼤学 電気通信研究所 教授・情報シナジー機構⻑

〃 須 藤
す ど う

修
おさむ 東京⼤学⼤学院 情報学環 教授

〃 ⾼ 橋
た か は し

伸 ⼦
の ぶ こ ⽣活経済ジャーナリスト

〃 徳 ⽥
と く だ

英 幸
ひ で ゆ き 慶應義塾⼤学　政策・メディア研究科委員⻑

〃 新 美
に い み

育 ⽂
い く ふ み 明治⼤学 法学部 教授

〃 野 間
の ま

省 伸
よ し の ぶ ㈱講談社 代表取締役社⻑

〃 服 部
は っ と り

武
たけし 上智⼤学 理⼯学部 教授

〃 広崎
ひ ろ さ き

膨太郎
ぼ う た ろ う ⽇本電気㈱ 特別顧問

〃 藤 沢
ふ じ さ わ

久 美
く み シンクタンク・ソフィアバンク 副代表

〃 前 ⽥
ま え だ

⾹ 織
か お り 広島市⽴⼤学⼤学院 情報科学研究科 教授

〃 町 ⽥
ま ち だ

勝 彦
か つ ひ こ シャープ㈱ 代表取締役会⻑

〃 三尾
み お

美枝⼦
み え こ 六番町総合法律事務所 弁護⼠

〃 村 本
む ら も と

孜
つとむ 成城⼤学 社会イノベーション学部 教授

〃 ⼭ 内
や ま う ち

弘 隆
ひ ろ た か ⼀橋⼤学⼤学院 商学研究科 教授

情報通信審議会　委員 名簿

⽒　　　名

資料2



（平成23年4⽉1⽇現在　敬称略・五⼗⾳順）

主　　要　　現　　職

部 会 ⻑ 須 藤
す ど う

修
おさむ 東京⼤学⼤学院　情報学環　教授

部会⻑代理 新 美
に い み

育 ⽂
い く ふ み 明治⼤学　法学部　教授

委 員 浅 沼
あ さ ぬ ま

弘 ⼀
こ う い ち 全⽇本電機・電⼦・情報関連産業労働組合連合会　書記⻑

〃 荒 川
あ ら か わ

薫
かおる 明治⼤学　理⼯学部　教授

〃 伊 東
い と う

晋
すすむ 東京理科⼤学　理⼯学部　教授

〃 井野
い の

勢津⼦
せ つ こ SAPジャパン㈱　代表取締役最⾼財務責任者

〃 清 ⽥
き よ た

瞭
あきら ㈱⼤和証券グループ本社　取締役名誉会⻑

〃 清 原
き よ は ら

慶 ⼦
け い こ 三鷹市⻑

〃 近 藤
こ ん ど う

則 ⼦
の り こ ⽼テク研究会　事務局⻑

〃 嶌
し ま

信 彦
の ぶ ひ こ ジャーナリスト

〃 鈴 ⽊
す ず き

陽 ⼀
よ う い ち 東北⼤学　電気通信研究所　教授・情報シナジー機構⻑

〃 ⾼ 橋
た か は し

伸 ⼦
の ぶ こ ⽣活経済ジャーナリスト

〃 徳 ⽥
と く だ

英 幸
ひ で ゆ き 慶應義塾⼤学　政策・メディア研究科委員⻑

〃 野 間
の ま

省 伸
よ し の ぶ ㈱講談社　代表取締役社⻑

〃 藤 沢
ふ じ さ わ

久 美
く み シンクタンク・ソフィアバンク　副代表

〃 町 ⽥
ま ち だ

勝 彦
か つ ひ こ シャープ㈱　代表取締役会⻑

〃 三尾
み お

美枝⼦
み え こ 六番町総合法律事務所　弁護⼠

臨時委員 村 井
む ら い

純
じゅん 慶應義塾⼤学　環境情報学部⻑

〃 安 ⽥
や す だ

浩
ひろし 東京電機⼤学　教授

情報通信審議会 情報通信政策部会 名簿

⽒　　　名
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主　　要　　現　　職

主 査
委 員

徳 田 英 幸 慶應義塾大学　政策・メディア研究科委員長

委 員 荒 川 薫 明治大学　理工学部　教授

〃 鈴 木 陽 一 東北大学　電気通信研究所　教授・情報シナジー機構長

〃 高 橋 伸 子 生活経済ジャーナリスト

〃 三 尾 美 枝 子 六番町総合法律事務所　弁護士

臨 時 委 員 村 井 純 慶應義塾大学　環境情報学部長・教授

〃 安 田 浩
東京電機大学　未来科学部長　教授／
（社）電子情報通信学会　会長

専 門 委 員 浅 野 睦 八 日本アイ・ビー・エム （株）　エグゼクティブ・アドバイザー

〃 井 上 友 二 一般社団法人情報通信技術委員会　顧問

〃 冲 中 秀 夫 KDDI（株）　執行役員　技術統括本部　副統括本部長

〃 上 條 由 紀 子 金沢工業大学大学院　准教授

〃 河 村 真 紀 子 主婦連合会　事務局次長

〃 國 尾 武 光 日本電気（株）　執行役員常務

〃 久 保 田 啓 一 日本放送協会　放送技術研究所　所長

〃 篠 原 弘 道
日本電信電話（株）　取締役　研究企画部門長　（兼）　情報流通基盤総合研究所
長

〃 下 條 真 司
大阪大学　サイバーメディアセンター　応用情報システム研究部門・教授／
（独）情報通信研究機構　テストベッド研究開発推進センター長

〃 関 祥 行
(株)フジテレビジョン　常務取締役／
(社)デジタル放送推進協会　技術委員会委員長

〃 武 田 幸 子 （株）日立製作所　横浜研究所　主任研究員

〃 丹 康 雄 北陸先端科学技術大学院大学　情報科学研究科　教授

〃 津 田 俊 隆 （株）富士通研究所　フェロー

〃 堤 和 彦 三菱電機（株）　常務執行役　開発本部長

〃 長 田 三 紀 ＮＰＯ法人東京都地域婦人団体連盟 事務局次長

〃 西 谷 清 元　ソニー(株)　業務執行役員　SVP

〃 波 多 野 睦 子 東京工業大学大学院　理工学研究科　教授

〃 廣 瀬 弥 生 国立情報学研究所　客員准教授

〃 福 井 省 三 （株）トマデジ　取締役相談役 国際事業開発グループ　リエゾン・ストラテジスト

〃 古 谷 之 綱 東京工業大学　特任教授

〃 堀 義 貴 （株）ホリプロ 代表取締役会長兼社長／（社）日本音楽事業者協会　副会長

〃 水 越 尚 子 エンデバー法律事務所　弁護士

〃 宮 部 義 幸 パナソニック（株）　常務取締役　技術担当

〃 森 川 博 之 東京大学　先端科学技術研究センター　教授

〃 弓 削 哲 也 ソフトバンクテレコム（株）　顧問

情報通信分野における標準化政策検討委員会　構成員一覧

（平成23年7月15日現在　敬称略・五十音順）

氏　　　名

資料4



情報通信分野における標準化政策検討委員会 審議経過 

年月日  主な議事 

平成 23 年 2 月 25 日 第１回 （１）委員会の設置及び運営等について 

（２）主査代理選任 

（３）今後の検討事項及び検討の進め方について 

（４）ワーキンググループの設置について 

（５）その他 

平成 23 年 5 月 24 日 第２回 （１）今後の検討の進め方について 

（２）その他 

平成 23 年 7 月 15 日 第３回 （１）これまでの議論の取りまとめ 

（２）その他 
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情報通信審議会 情報通信政策部会 情報通信分野における標準化政策検討委員会 

中長期的戦略ワーキンググループ 構成員一覧 
（平成 23 年 7 月 12 日現在、敬称略、五十音順） 

 

氏 名 主 要 現 職 

(主任)井上 友二 一般社団法人情報通信技術委員会 顧問 

浅野 睦八 日本アイ・ビー・エム(株) エグゼクティブ・アドバイザー 

荒川  薫 明治大学 理工学部 教授 

冲中 秀夫 ＫＤＤＩ(株) 執行役員 技術統括本部 副統括本部長 

上條 由紀子 金沢工業大学大学院 准教授 

河村 真紀子 主婦連合会 事務局次長 

國尾 武光 日本電気(株) 執行役員常務 

久保田 啓一 日本放送協会 放送技術研究所 所長 

篠原 弘道 
日本電信電話(株) 取締役  研究企画部門長 （兼）情報流通基盤総

合研究所長 

下條 真司 
大阪大学 サイバーメディアセンター 応用情報システム研究部門・教授

（独）情報通信研究機構 テストベッド研究開発推進センター長 

鈴木 陽一 東北大学 電気通信研究所 教授・情報シナジー機構長 

高橋 伸子 生活経済ジャーナリスト 

武田 幸子 (株)日立製作所 横浜研究所 主任研究員 

丹  康雄 北陸先端科学技術大学院大学 情報科学研究科 教授 

津田 俊隆 (社)電子情報通信学会 会長 / (株)富士通研究所 フェロー 

堤 和彦 三菱電機(株)  常務執行役 開発本部長 

長田 三紀 NPO 法人東京都地域婦人団体連盟 事務局次長 

西谷  清 （元） ソニー(株) 業務執行役員 ＳＶＰ 

波多野 睦子 東京工業大学大学院 理工学研究科 教授 

廣瀬 弥生 国立情報学研究所 客員准教授 

古谷 之綱 東京工業大学 特任教授 

三尾 美枝子 六番町総合法律事務所 弁護士 

宮部 義幸 パナソニック(株)  常務取締役 技術担当 

森川 博之 東京大学 先端科学技術研究センター 教授 

安田 浩 
東京電機大学 未来科学部長 教授 

(社)電子情報通信学会 会長 

弓削 哲也 ソフトバンクテレコム(株) 顧問 
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情報通信審議会情報通信政策部会情報通信分野における標準化政策検討委員会 

中長期的戦略ワーキンググループ 審議経過 

年月日  主な議事 

平成２３年３月９日 第１回 （１）ワーキンググループの設置及び運営等について 

（２）今後の検討事項及び検討の進め方について 

（３）重点分野の動向について 

（４）その他 

平成２３年５月３１日 第２回 （１）今後の検討の進め方について 

（２）中長期における重点分野の動向について 

（３）その他 

平成２３年６月１５日 第３回 （１）中長期における重点分野の動向について 

（２）その他 
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情報通信審議会 情報通信政策部会 情報通信分野における標準化政策検討委員会 

標準化活動対応ワーキンググループ 構成員一覧 
（平成 23 年 7 月 12 日現在、敬称略、五十音順） 

 

氏 名 主 要 現 職 

(主任) 村井 純 慶應義塾大学 環境情報学部長・教授 

浅野 睦八 日本アイ・ビー・エム(株) エグゼクティブ・アドバイザー 

上條 由紀子 金沢工業大学大学院 准教授 

河村 真紀子 主婦連合会 事務局次長 

國尾 武光 日本電気(株) 執行役員常務 

久保田 啓一 日本放送協会 放送技術研究所 所長 

篠原 弘道 
日本電信電話(株) 取締役  研究企画部門長 （兼） 情報流通基盤

総合研究所長 

関  祥行 
(株)フジテレビジョン 常務取締役 

(社)デジタル放送推進協会 技術委員会委員長 

高橋 伸子 生活経済ジャーナリスト 

武田 幸子 (株)日立製作所 横浜研究所 主任研究員 

丹 康雄 北陸先端科学技術大学院大学 情報科学研究科 教授 

堤 和彦 三菱電機(株) 常務執行役 開発本部長 

長田 三紀 NPO 法人東京都地域婦人団体連盟 事務局次長 

西谷  清 （元） ソニー(株) 業務執行役員 ＳＶＰ 

波多野 睦子 東京工業大学大学院 理工学研究科 教授 

廣瀬 弥生 国立情報学研究所 客員准教授 

福井 省三 
(株)トマデジ 取締役相談役 国際事業開発グループ リエゾン・ス

トラテジスト 

堀 義貴 
(株)ホリプロ 代表取締役会長兼社長/(社)日本音楽事業者協会 常

任理事 

三尾 美枝子 六番町総合法律事務所 弁護士 

水越 尚子 エンデバー法律事務所 弁護士 

宮部 義幸 パナソニック(株) 常務取締役 技術担当 

弓削 哲也 ソフトバンクテレコム(株) 顧問 
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情報通信審議会情報通信政策部会情報通信分野における標準化政策検討委員会 

標準化活動対応ワーキンググループ 審議経過 

年月日  主な議事 

平成２３年５月２４日 第１回 （１）ワーキンググループの設置及び運営等について 

（２）スマードグリッド分野について 

（３）その他 

平成２３年６月１３日 第２回 （１）今後の標準化の進め方について 

（２）その他 

平成２３年７月１1 日 第３回 （１）これまでの議論の取りまとめ 

（２）その他 
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